
武田薬品工業の知財戦略：グローバルR&D体
制とオープンイノベーションを支える無形資産

の構造分析 
 

エグゼクティブサマリ 
 

本レポートは、武田薬品工業株式会社（以下、武田薬品）の知的財産（以下、知財）戦略について、

公開されている一次情報を基に網羅的かつ多角的な分析を行うものです。シャイアー社買収後のグ

ローバルな事業展開と研究開発（R&D）体制の変化を踏まえ、同社の知財戦略が企業価値創造にど
のように貢献しているかを明らかにします。 

●​ 戦略的転換の成功: 武田薬品の知財戦略は、大型買収を契機として、従来の自社製品の権利
保護を中心とした「防衛的」モデルから、社外のイノベーションを積極的に取り込み、エコシステ

ム全体を活性化させる「能動的・戦略的」モデルへと転換を遂げたと評価されます。 
●​ 経営と知財の一体化: 同社の知財部門は、単なる管理・法務機能に留まらず、経営およびR&D

戦略の策定に深く関与するビジネスパートナーとして機能しています¹。IPランドスケープ分析な
どを通じて、研究開発の初期段階から事業機会の探索とリスク評価に関与していることが示唆

されます¹。 
●​ オープンイノベーションの中核としての知財: 湘南ヘルスイノベーションパーク（iPark）を核とした

オープンイノベーション戦略において、知財機能は極めて重要な役割を担っています。スタート

アップやアカデミアに対し、専門的な知財支援を提供することで¹、有望な技術シーズの発掘と
育成を促進し、将来のパイプライン候補を確保するエコシステムを構築しています³。 

●​ ポートフォリオ戦略の高度化: 主力製品である「エンティビオ」に代表されるように、物質特許だ
けでなく、製法、製剤、投与方法など多層的な特許網を構築する「パテント・フォートレス（特許

の要塞）」戦略を駆使しています²。これにより、バイオシミラーの参入障壁を高め、製品ライフサ
イクル価値の最大化を図っています。 

●​ グローバル市場での二元的アプローチ: 米国、欧州、日本などの主要市場では特許権を積極
的に行使し、収益を確保する一方⁸、後発開発途上国などでは特許権を行使しない「医薬品アク
セス（AtM）」方針を明確に打ち出しています¹⁰。これは、企業の社会的責任を果たすと同時に、
将来的な市場でのプレゼンス向上とブランド価値構築に繋がる高度な長期的戦略と分析されま

す。 
●​ M&Aによるポートフォリオ変革: 2019年のシャイアー社買収は、製品ポートフォリオを希少疾患

や血漿分画製剤など、より専門性の高い領域へとシフトさせました。これに伴い、知財戦略も低

分子化合物中心から、製造プロセスや生物学的製剤特有のノウハウ保護を含む、より複雑で

高度な管理体制へと移行する必要に迫られたと推察されます。 
●​ 人材と組織体制: グローバルな事業展開に対応するため、法務、科学、ビジネス開発など多様

な専門性を持つ人材を知財部門に配置し、世界各国の法規制や商慣習に対応できる体制を構



築していると見られます¹⁰。 
●​ 主要なリスク: 短期的には主力製品の特許満了に伴う後発品参入リスクが挙げられます²。中長

期的には、オープンイノベーション・エコシステムの管理の複雑化、パートナー企業とのIPコンフ
リクト、そして新興国における知財保護制度の動向などが潜在的リスクとして認識されます。 

●​ 将来展望: 今後は、AIやビッグデータを活用した知財戦略のさらなる高度化が期待されます⁸。
個別化医療の進展に伴い、創薬ターゲットやバイオマーカーに関する特許、さらにはデジタル

ヘルス関連の知財保護がより重要になると考えられます。 
●​ 戦略的示唆: 同社の知財戦略は、無形資産を事業成長のドライバーとして明確に位置づけてい

ます。経営層はIPランドスケープをM&A戦略に活用し、R&D部門は開発初期段階から知財部門
と連携することで、競争優位性の高いイノベーション創出が可能になると示唆されます。 

 

背景と基本方針 
 

製薬業界における知的財産戦略は、単に発明を保護する法務的機能を超え、企業の盛衰を左右す

る経営の中核要素として位置づけられています。特に、2010年代に業界全体を揺るがした大型医薬
品の特許切れ問題、いわゆる「パテントクリフ」は、多くの企業に研究開発（R&D）モデルとそれに連
動する知財戦略の根本的な見直しを迫りました。武田薬品の現代の知財戦略も、こうした厳しい事

業環境への適応と、それを乗り越えるための戦略的決断の歴史の中に形成されてきたものと分析で

きます。本章では、同社の知財戦略の根底にある歴史的背景と、その基本方針を規定するに至った

重要な転換点について詳述します。 

 

シャイアー社買収という戦略的転換点 
 

武田薬品の知財戦略を理解する上で、2019年に完了した約6.8兆円（約620億米ドル）規模のシャイ
アー社買収は、避けて通れない戦略的な転換点です。この買収は、単なる事業規模の拡大や製品

パイプラインの拡充に留まらず、同社の事業構造、R&Dの方向性、そして知財ポートフォリオの質を
根底から変革させるものでした。 

シャイアー社は、希少疾患や血漿分画製剤、ニューロサイエンス（神経精神疾患）領域に強みを持つ

企業であり、その製品ポートフォリオは特殊性が高く、バイオ医薬品が中心でした¹⁰。この買収によ
り、武田薬品は消化器系疾患、オンコロジー（がん）といった既存の重点領域に加え、これらの新た

な領域でグローバルリーダーとしての地位を確立しました。このポートフォリオの劇的な変化は、知

財戦略に二つの大きな影響を与えたと推察されます。 

第一に、保護対象の重点が「低分子化合物」から「生物学的製剤（バイオロジクス）」へと大きくシフト

した点です。従来、低分子化合物の保護は、有効成分そのものを対象とする「物質特許」が中心でし

た。物質特許は強力な独占排他権を付与する一方で、その特許が満了すると、後発医薬品（ジェネ



リック）メーカーによる模倣が比較的容易であり、急激な売上減少、いわゆるパテントクリフを引き起

こす主因となっていました。これに対し、生物学的製剤は、有効成分であるタンパク質などが巨大か

つ複雑な構造を持つため、製造プロセス自体が製品の品質や有効性を大きく左右します。したがっ

て、その知財保護は、物質そのものに加えて、その物質を生産する細胞株、培養・精製プロセス、製

剤技術、さらには投与方法といった、多岐にわたる技術要素を網羅的に保護する必要が生じます。

シャイアー社の製品群をポートフォリオに加えたことで、武田薬品の知財部門は、こうした複雑な生

物学的製剤のライフサイクル全体を保護するための、より高度で多層的な戦略構築能力を急速に強

化する必要に迫られたと考えられます。これは、単なる特許出願業務の量の変化ではなく、求められ

る専門性の「質」の変革であったと言えるでしょう。 

第二に、事業のグローバル化が一層進展した点です。シャイアー社は米国市場に強固な基盤を持っ

ており、この買収によって武田薬品の売上収益に占める海外比率は劇的に高まりました。これによ

り、知財戦略も日米欧を中心としたグローバルな視点での最適化が不可欠となりました。各国の特

許制度、薬事規制、訴訟実務の違いを深く理解し、それらを統合した上で、グローバル全体で製品

価値を最大化する戦略が求められるようになったのです。 

 

企業理念に基づく知財戦略：「タケダイズム」と患者中心の思想 
 

武田薬品の知財戦略のもう一つの根幹を成すのが、同社が掲げる企業理念、通称「タケダイズム」

です。これは「誠実・公正・正直・不屈」を価値観の中核に据え、「優れた医薬品の創出を通じて人々

の健康と医療の未来に貢献する」という使命を追求するものです⁴。この理念は、単なるスローガンで
はなく、具体的な事業活動や戦略的意思決定の指針として機能しており、知財戦略もその例外では

ありません⁸。 

同社の統合報告書や公式発表では、知財部門の役割がこの企業理念に基づいて定義されているこ

とが示唆されています⁸。すなわち、知的財産の保護と活用は、最終的に「患者さんのために、そして
医療の未来のために」行われるべきである、という思想です。この理念は、特に二つの側面で知財

戦略に具体的に反映されていると見られます。 

一つは、イノベーション創出のための投資回収の正当化です。革新的な医薬品の開発には、長期に

わたる莫大な研究開発投資が必要であり、その投資を回収し、次のイノベーションへと再投資する原

資を確保するためには、特許による一定期間の独占的な保護が不可欠である、という考え方です¹。
これは、2023年に行われた同社CEOと日本の特許庁長官との意見交換会でも強調されており、特
許保護の重要性が経営トップのレベルで強く認識されていることを示しています¹ ⁴。この文脈におい
て、特許権の行使は、単なる利益追求ではなく、持続的なイノベーションを通じて患者に貢献し続け

るための必要不可欠な手段として位置づけられているのです。 

もう一つは、グローバルな「医薬品アクセス（Access to Medicine, AtM）」への貢献という形での現れ
です。武田薬品は、世界中の人々が等しく医療の恩恵を受けられるよう、特に開発途上国における

医薬品アクセス問題に積極的に取り組んでいます。その一環として、後発開発途上国や低所得国に



おいては、特許出願や権利行使を原則として行わない方針を宣言しています¹⁰。また、デング熱ワク
チンをインドネシアで先進国よりも価格を抑えて提供するといった具体的な活動も報告されています¹ 
⁴。これは、短期的な収益機会を一部放棄してでも、企業理念である「人々の健康への貢献」を優先
する姿勢の表れです。しかし、これは単なる慈善活動に留まらない、高度な長期的戦略と解釈するこ

とも可能です。このような取り組みは、国際社会や各国政府からの信頼を獲得し、企業のブランド価

値とレピュテーションを向上させます。長期的には、これらの国々が経済成長を遂げた際に、強固な

事業基盤を築くための布石となり得ます。 

このように、武田薬品の知財戦略は、パテントクリフという外部環境の変化と、シャイアー社買収とい

う内部の戦略的決断によって大きく変革され、同時に「タケダイズム」という不変の企業理念によって

その方向性が規定されています。次章以降では、この基本方針が、具体的な組織体制やポートフォ

リオ戦略、外部連携にどのように落とし込まれているかを詳細に分析していきます。 

 

当章の参考資料 

 

1.​ https://www.jpo.go.jp/news/ugoki/202306/2023060801.html 
2.​ https://fs2.magicalir.net/edinet/2024/4502/S100TNTP.pdf 
3.​ https://www.takeda.com/jp/newsroom/local-newsreleases/2020/2/ 
4.​ https://www.takeda.com/jp/investors/annual-integrated-report/ 
5.​ https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/0357e2ba1b51a065fbd6.pdf 

 

全体像と組織体制 
 

武田薬品の知的財産戦略がその真価を発揮するためには、それを実行する組織体制が戦略と緊密

に連携し、効率的に機能することが不可欠です。近年の同社における知財部門は、かつてのような

研究開発の成果を事後的に権利化する「サポート部門」という位置づけから脱却し、経営戦略や

R&Dの方向性を能動的にリードする「戦略的ビジネスパートナー」へとその役割を大きく変貌させて
いると見られます。本章では、武田薬品の知財部門が担うミッション、組織的な位置づけ、そしてグ

ローバルなガバナンス体制について、公開情報からその全体像を明らかにします。 

 

戦略的ビジネスパートナーとしての知財部門 
 

現代の武田薬品において、知財部門は単なる特許・商標の出願・管理を行う部署ではありません。

その活動は、企業の成長戦略に直接的に貢献することを目指しており、主に三つの優先事項に注力

https://www.jpo.go.jp/news/ugoki/202306/2023060801.html
https://fs2.magicalir.net/edinet/2024/4502/S100TNTP.pdf
https://www.takeda.com/jp/newsroom/local-newsreleases/2020/2/
https://www.takeda.com/jp/investors/annual-integrated-report/
https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/0357e2ba1b51a065fbd6.pdf


していると分析されます⁸。第一に「研究開発戦略のサポート」、第二に「知的財産リスクの管理」、そ
して第三に「オープンイノベーションの推進」です。これらの優先事項は、知財部門が事業の上流か

ら下流まで、あらゆる段階で価値創出に関与していることを示唆しています。 

特に注目すべきは、「研究開発戦略のサポート」という役割です。これは、2023年6月に行われた武
田薬品のクリストフ・ウェバー社長CEOと日本の特許庁との意見交換の内容からも強く裏付けられて
います。この会談において、武田薬品側は「経営と知財の一体化」を図りながら、「IPランドスケープ
を活用して研究開発戦略をサポートしている」と説明しています¹ ⁴。 

「IPランドスケープ」の活用は、知財部門の役割が変革したことを示す象徴的なキーワードです。IPラ
ンドスケープとは、特定の技術分野における特許情報を網羅的に収集・分析し、競合他社の動向、

技術の空白領域（ホワイトスペース）、将来有望な技術トレンドなどを可視化する手法です。これを活

用するということは、知財部門がもはや研究者からの発明の報告を待つ受動的な存在ではないこと

を意味します。むしろ、研究開発が本格的に始まる前の段階で、「どの技術領域に投資すべきか」

「どの競合がどのような技術で我々の事業を脅かす可能性があるか」「どの技術を外部から導入す

べきか」といった、極めて戦略的な問いに対して、知財情報という客観的なデータに基づいたインテリ

ジェンスを経営層やR&Dリーダーに提供しているのです。 

このプロセスを通じて、知財部門はR&Dの投資効率を高め、事業リスクを低減させる上で中心的な
役割を果たします。例えば、ある疾患領域への新規参入を検討する際、IPランドスケープ分析を行え
ば、競合他社が強固な特許網を築いている「レッドオーシャン」を避け、まだ手つかずの有望な創薬

ターゲットが存在する「ブルーオーシャン」に研究資源を集中させることが可能になります。このよう

に、知財部門は事業の羅針盤の一部として機能し、経営と研究開発の意思決定に不可欠な情報を

提供しているのです。 

 

グローバルな組織統合とガバナンス 
 

シャイアー社買収を経て、武田薬品は真のグローバル企業へと変貌を遂げました。それに伴い、知

財部門の組織体制もまた、グローバルに統合され、多様な専門性を持つ人材によって構成される体

制へと進化したと推察されます。 

レポートによれば、同社の知財部門には、特許法や薬事法、契約法などに精通した法務専門家、特

許出願・権利化や知財デューデリジェンスといった実務経験が豊富な弁理士、そして医薬品開発や

ライフサイエンス分野の深い専門知識を持つ科学者など、多様なバックグラウンドを持つ人材が結

集しているとされています¹⁰。このような多様な人材構成は、現代の製薬企業の知財活動が直面す
る課題の複雑性を反映しています。例えば、新たな提携や買収案件（M&A）においては、対象企業
の特許ポートフォリオの価値を正確に評価する「知財デューデリジェンス」が不可欠です。これには、

特許の法的有効性を評価する弁理士の視点、技術の将来性を評価する科学者の視点、そして事業

としての収益性を評価するビジネスの視点が統合されなければなりません。武田薬品の知財部門

は、こうした複合的な評価を組織内で完結できる能力を備えていると考えられます。 



また、組織はグローバルに展開されており、主要な市場である日米欧の各拠点に専門家を配置し、

各地域の法規制や商慣習に迅速かつ的確に対応できる体制を構築していると見られます¹⁰。これに
より、例えば米国での特許訴訟、欧州での薬事規制の変更、日本での特許審査基準の改訂といっ

た地域固有の課題に対して、現地の専門知識を活かした最適な戦略を実行することが可能になりま

す。 

さらに、同社の知財専門家が日本製薬工業協会（JPMA）のような業界団体へ出向している事例も見
られます²⁴。これは、自社の知財戦略を推進するだけでなく、業界全体のルール形成や政策提言に
も積極的に関与し、自社にとって有利な事業環境を構築しようとする戦略的な意図の表れと解釈で

きます。業界の最新動向をいち早く察知し、自社の戦略にフィードバックすると同時に、業界のオピニ

オンリーダーとしてプレゼンスを高める効果も期待できます。 

結論として、武田薬品の知財組織は、経営戦略と深く統合された意思決定支援機能と、グローバル

な事業展開を支える多様な専門性と地域対応能力を兼ね備えた、高度に戦略的な組織へと進化を

遂げていると言えるでしょう。この強固な組織体制こそが、次章で詳述する複雑なポートフォリオ戦略

やオープンイノベーション戦略を効果的に実行するための基盤となっているのです。 

 

当章の参考資料 

 

1.​ https://www.jpo.go.jp/news/ugoki/202306/2023060801.html 
2.​ https://www.takeda.com/jp/newsroom/local-newsreleases/2020/2/ 
3.​ https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/0357e2ba1b51a065fbd6.pdf 
4.​ https://www.jpma.or.jp/about/org/hr/index.html 

 

詳細分析 
 

武田薬品の知的財産戦略は、その基本方針と組織体制を基盤として、具体的な事業活動の中で多

岐にわたる戦術として展開されています。本章では、同社の知財戦略を「技術領域別ポートフォリオ

戦略」「オープンイノベーションとエコシステム戦略」「グローバル市場での権利活用」という三つの切

り口から詳細に分析し、その戦略がいかにして競争優位性の構築と持続的成長に貢献しているかを

明らかにします。 

 

技術領域別ポートフォリオ戦略：パテント・フォートレス（特許の要塞）モデル 
 

https://www.jpo.go.jp/news/ugoki/202306/2023060801.html
https://www.takeda.com/jp/newsroom/local-newsreleases/2020/2/
https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/0357e2ba1b51a065fbd6.pdf
https://www.jpma.or.jp/about/org/hr/index.html


武田薬品の収益基盤を支えるのは、消化器系疾患（GI）、希少疾患、血漿分画製剤、オンコロジー
（がん）、ニューロサイエンス（神経精神疾患）といった重点領域における革新的な医薬品群です。こ

れらの高価値な製品、特に生物学的製剤の価値を最大化するため、同社は「パテント・フォートレス

（特許の要塞）」とも呼べる、緻密で多層的な特許ポートフォリオ戦略を駆使していると見られます。 

この戦略を理解するための典型的な事例が、潰瘍性大腸炎・クローン病治療薬である「エンティビオ

（ENTYVIO®）」です。エンティビオは、武田薬品のグローバルな売上を牽引する主力製品の一つであ
り、その商業的成功を長期にわたって維持することは経営上の最重要課題です。同社の2024年3月
期有価証券報告書には、このエンティビオに関する知財戦略の核心が記されています²。それによる
と、同社はエンティビオに関して、有効成分そのものだけでなく、「製剤、投与方法、製造工程といっ

た様々な項目について特許権を保有」しており、その一部は2032年まで存続するとしています²。さら
に重要なのは、「2032年より前にバイオシミラー（後続のバイオ医薬品）の上市を目指す場合には、
特許権侵害や関連するすべての特許の有効性を確認する必要がある」という記述です²。 

この記述は、単一の特許に依存するのではなく、製品を取り巻くあらゆる技術的側面を複数の特許

で網羅的に保護する戦略の存在を明確に示しています。具体的には、以下のような階層的な特許網

が構築されていると推察されます。 

1.​ 第一層（核となる特許）: 有効成分である抗体（ベドリズマブ）そのものを保護する物質特許。こ
れは最も基本的な保護層です。 

2.​ 第二層（周辺技術の特許）: 
○​ 製造プロセスの特許: この抗体を効率的かつ安定的に生産するための特定の細胞株、培

養条件、精製方法など。バイオシミラーメーカーが同一品質の製品を製造することを困難

にします。 
○​ 製剤の特許: 抗体を安定した状態で長期間保存するための特定の添加剤や濃度、pHなど

を規定する製剤特許。 
○​ 投与方法の特許: 特定の投与間隔や投与量、あるいは皮下注射製剤のような利便性の高

い投与形態に関する用途特許や剤形特許。 
3.​ 第三層（さらなる改良に関する特許）: 新たな適応症の追加や、特定の患者集団に対する効果

を高めるためのコンパニオン診断薬など、製品の価値をさらに高める技術に関する特許。 

これらの特許群が組み合わさることで、あたかも城壁を幾重にも巡らせた「要塞」のように、バイオシ

ミラーメーカーの参入を阻む強固な障壁が形成されます。仮にバイオシミラーメーカーが核となる物

質特許の満了を待って市場参入を試みても、製造プロセスや製剤、投与方法に関する他の有効な

特許が存在すれば、それらをすべて回避するか、あるいは無効にしなければならず、開発のハード

ルと訴訟リスクは飛躍的に高まります。このパテント・フォートレス戦略は、製品の事実上の独占期

間を特許期間満了後も延長させ、収益の安定性を確保するための極めて効果的な手法です。 

武田薬品は、日本国内だけでも3,930件の知的財産権を保有しており²⁶、その多くがこうした戦略的
意図をもって出願・維持されていると考えられます。シャイアー社から引き継いだ希少疾患治療薬な

ど、他の重要な生物学的製剤についても、エンティビオと同様の緻密なライフサイクルマネジメント戦

略が展開されている可能性は高いと推察されます。 

 



オープンイノベーションとエコシステム戦略：知財を「通貨」とするモデル 
 

武田薬品の知財戦略のもう一つの大きな特徴は、自社単独の研究開発に固執する「自前主義」から

脱却し、外部の知恵や技術を積極的に取り込むオープンイノベーションをR&Dの中核に据えている
点です。そして、その戦略を具現化する場が、神奈川県藤沢市にある「湘南ヘルスイノベーション

パーク（Shonan iPark）」です。この取り組みにおいて、知的財産は単なる保護対象ではなく、外部の
パートナーを引きつけ、イノベーションを加速させるための「通貨」や「触媒」として機能しています。 

iParkは、元々武田薬品の湘南研究所であった施設を、2018年に外部に開放する形で設立されまし
た³。現在では、製薬企業、バイオベンチャー、アカデミア、公的研究機関など、60以上の多種多様な
組織が集積する、日本最大級のライフサイエンス・エコシステムへと発展しています³ ¹⁰。武田薬品
は、このエコシステムの「オーケストレーター（指揮者）」として、施設や最先端の研究設備を提供する

だけでなく、極めて重要な無形資産、すなわち「知的財産の専門知識」をも提供しています。 

具体的には、iParkに入居するスタートアップ企業などに対して、武田薬品が「可能な範囲で知財面
の支援を提供」していることが、同社と特許庁との意見交換会で言及されています¹ ⁴。これは、単な
る社会貢献活動ではありません。極めて戦略的な意図に基づいた行動と分析できます。スタートアッ

プ企業は革新的な技術シーズを有していても、特許戦略の立案や国際出願、ライセンス交渉といっ

た専門的な知財実務のノウハウやリソースが不足している場合が少なくありません。武田薬品がこ

の部分を支援することで、スタートアップが持つ技術の価値を最大化し、事業としての成功確率を高

めることができます。 

この戦略は、武田薬品にとって二重の利益をもたらします。第一に、有望な技術や企業を早期に、か

つ間近で評価する絶好の機会を得られることです。iParkという物理的な空間で日常的に交流し、知
財支援を通じてその技術の核心に触れることで、武田薬品は将来の提携、ライセンス導入、あるい

は買収の対象となる可能性のある最も有望なイノベーションの「独自のディールフロー（案件源）」を

構築することができます。第二に、武田薬品のブランドイメージを向上させ、世界中のイノベーターに

とって魅力的なパートナーとしての地位を確立できることです。「武田薬品と組めば、自社の技術価

値を正しく評価し、最大化してくれる」という評判が育てば、より質の高い技術や人材が自然とiPark
に集まってくるという好循環が生まれます。 

このオープンイノベーション戦略へのシフトは、同社の製品ポートフォリオの構成にも明確な変化をも

たらしました。10年前には主要製品の7割以上が自社開発品であったのに対し、近年では外部から
の導入や共同研究に由来する製品の割合が約5割にまで増加しています³ ¹⁰。この劇的な変化は、
知財部門の役割が、自社発明の権利化だけでなく、外部技術の評価（デューデリジェンス）、複雑な

ライセンス契約の交渉・締結、共同研究におけるIP管理といった、渉外的な機能の重要性を増してい
ることを物語っています。この戦略的転換と実践が評価され、武田薬品は2020年度に経済産業省・
特許庁から「知財功労賞（オープンイノベーション推進企業）」を受賞しており⁶ ³、その先進性が公的
にも認められています。 

 



グローバル市場における知財権の活用：二元的なアプローチ 
 

世界240年以上の歴史を持ち、80以上の国・地域で事業を展開するグローバル企業として、武田薬
品の知財権活用戦略は、市場の特性に応じて最適化された、高度に洗練された二元的なアプロー

チを特徴としています。一方では、主要な商業市場における収益を最大化するために知的財産権を

積極的に行使し、もう一方では、グローバルヘルスへの貢献という企業理念に基づき、特定地域で

の権利行使を戦略的に抑制しています。 

主要市場における価値最大化戦略 

米国、欧州、日本といった先進国市場は、武田薬品の収益の大部分を生み出す源泉です。これらの

市場においては、前述の「パテント・フォートレス」戦略を最大限に活用し、製品の商業的価値を徹底

的に保護・最大化するアプローチが取られています。有価証券報告書に製品ごとの日米欧における

特許満了日が詳細に記載されていること自体が²、これらの市場における知財の重要性を経営陣が
強く認識している証左です。 

これらの市場では、後発品メーカーによる特許挑戦訴訟が頻繁に発生するため、強力な訴訟対応能

力が不可欠となります。武田薬品のグローバルな知財部門は、各国の法制度に精通した専門家を

擁し、こうした法廷闘争に備えていると推察されます。特許権の積極的な行使と防衛は、研究開発へ

の再投資に必要な莫大な資金を確保し、持続的なイノベーションのサイクルを維持するための生命

線と位置づけられています。 

医薬品アクセス（AtM）を考慮した戦略的権利不行使 

一方で、武田薬品は企業の社会的責任（CSR）の観点から、特に医療インフラが脆弱な開発途上国
における「医薬品アクセス（AtM）」問題に真摯に取り組んでいます。この取り組みは知財戦略にも明
確に反映されており、同社は「後発開発途上国（LDCs）および低所得国（LICs）において、特許出願
や特許権の行使をしないこと」を宣言しています¹⁰。 

この方針の具体的な実践例として、デング熱ワクチン「QDENGA®」のケースが挙げられます。デング
熱は主に熱帯・亜熱帯地域で流行する感染症であり、これらの国々でのワクチンへのアクセスは公

衆衛生上の喫緊の課題です。武田薬品は、このワクチンをインドネシアにおいて、先進国よりも価格

を抑えて提供する方針を示しました¹ ⁴。これは、商業的利益のみを追求するのではなく、世界的な健
康課題の解決に貢献するという企業理念を具現化するものです。 

このアプローチは、短期的には収益機会の逸失を意味するかもしれませんが、長期的には計り知れ

ない戦略的価値を生み出す可能性があります。第一に、国際機関や各国政府、NGOからの信頼を
獲得し、企業のレピュテーションを大幅に向上させます。これは、他の製品の承認審査や薬価交渉

においても有利に働く無形資産となり得ます。第二に、これらの国々における医療インフラの構築や

人材育成に貢献することで、将来的に市場が成熟した際に、競合他社に先駆けて強固な事業基盤と

ブランドロイヤリティを確立することができます。 

このように、武田薬品は、市場の経済状況や医療ニーズに応じて知財権の行使レベルを柔軟に調



整する、洗練されたグローバル戦略を展開しています。これは、株主価値の最大化と、ステークホル

ダーからの信頼獲得という二つの要請を高い次元で両立させようとする、現代のグローバル企業に

求められる高度な経営判断の表れと言えるでしょう。 

 

当章の参考資料 

 

1.​ https://fs2.magicalir.net/edinet/2024/4502/S100TNTP.pdf 
2.​ https://info.gbiz.go.jp/hojin/patent?hojinBango=2120001077461&Category=2 
3.​ https://www.takeda.com/jp/newsroom/local-newsreleases/2020/2/ 
4.​ https://www.jpo.go.jp/news/ugoki/202306/2023060801.html 
5.​ https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/0357e2ba1b51a065fbd6.pdf 
6.​ https://www.takeda.com/jp/newsroom/local-newsreleases/2020/2/ 

 

競合比較 
 

武田薬品の知的財産戦略の有効性と独自性を評価するためには、同業他社との比較が不可欠で

す。本章では、国内の主要な競合であるアステラス製薬、第一三共、そしてグローバルなメガファー

マであるファイザー、ロシュを比較対象として取り上げ、各社の事業規模、R&D投資、重点領域、そし
てイノベーション戦略を概観します。この比較分析を通じて、武田薬品が製薬業界のグローバルな競

争環境の中でどのような戦略的ポジショニングを築いているかを明らかにします。 

以下の比較表は、各社の公開IR情報（統合報告書、有価証券報告書、Annual Reportなど）を基に、
主要な経営指標と戦略的方針をまとめたものです。これにより、各社の戦略的志向性の違いが浮き

彫りになります。 

表1：主要製薬企業の戦略・財務指標比較（2023年度/2024年度） 

指標 武田薬品工

業 
アステラス

製薬 
第一三共 ファイザー 

(Pfizer) 
ロシュ 
(Roche) 

売上収益 4兆2,638億
円 (2023年
度)² 

1兆5,186億
円 (2023年
度)⁷ 

1兆6,031億
円 (2023年
度)⁷⁸ 

585億米ドル 
(2023年)⁶¹ 

587億スイス
フラン (2023
年)¹³ 

研究開発費 
(R&D) 

約7,000億
円以上 

3,277億円 
(2023年度)⁷ 

約4,000億
円以上 (近

108億米ドル 
(2024年)⁶⁰ 

130億スイス
フラン (2024

https://fs2.magicalir.net/edinet/2024/4502/S100TNTP.pdf
https://info.gbiz.go.jp/hojin/patent?hojinBango=2120001077461&Category=2
https://www.takeda.com/jp/newsroom/local-newsreleases/2020/2/
https://www.jpo.go.jp/news/ugoki/202306/2023060801.html
https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/0357e2ba1b51a065fbd6.pdf
https://www.takeda.com/jp/newsroom/local-newsreleases/2020/2/


(2020年度
実績 5,220
億円⁷より推
計) 

年の傾向よ

り推計) 
⁸⁵ 年)¹³ 

売上高研究

開発費率 
約16-17% 
(推計) 

21.6% 約25%以上 
(推計) 

約17% 
(2024年) 

約22% 
(2024年) 

重点治療領

域 
消化器、希

少疾患、血

漿分画製

剤、がん、神

経精神 

がん、泌尿

器、免疫、再

生・視力維

持 

がん (特に
ADC) 

ワクチン、が

ん、内科系

疾患 

がん、免疫、

神経科学、

眼科 

イノベーショ

ン・知財戦

略 

オープンイノ

ベーション・

エコシステ

ム (iPark)、
グローバル

提携 

Focus Area
アプローチ、

Rx+® (非医
療) 

ADC技術の
リーダーシッ

プ、自社創

薬 

大型M&A 
(Seagen)、
mRNAプラッ
トフォーム 

卓越した自

社R&D、診
断薬事業と

のシナジー 

出典：各社IR情報より作成。武田薬品² ⁷、アステラス製薬⁷、第一三共⁷⁸、ファイザー⁶⁰ ⁶¹ ⁸⁵、ロシュ¹³。
数値は各社の決算期に基づき、一部は公表値からの推計を含む。 

 

分析と考察 
 

この比較表から、いくつかの重要な示唆を読み取ることができます。 

1. 事業規模とグローバルでの位置づけ 
売上収益の規模を見ると、武田薬品（約4.3兆円）は、国内競合であるアステラス製薬（約1.5兆円）や
第一三共（約1.6兆円）を大きく上回り、ファイザー（約585億ドル、約9兆円規模）やロシュ（約587億ス
イスフラン、約10兆円規模）といったグローバル・メガファーマの背中を追う、明確なトップティア企業
であることがわかります。シャイアー社買収によって得られたこの事業規模は、グローバルレベルで

のR&D投資、大型提携、マーケティング展開を可能にする基盤となっています。知財戦略において
も、この規模を活かしたグローバルな特許網の構築や、大規模な特許訴訟にも耐えうる財務体力が

競争優位性の一因となっていると考えられます。 
2. R&D投資の戦略的配分 
売上高研究開発費率は、企業のイノベーションに対する姿勢を示す重要な指標です。武田薬品の比



率（約16-17%）は、ファイザー（約17%）と同水準であり、グローバルメガファーマとして標準的な投資
レベルを維持していることが示唆されます。一方で、アステラス製薬（21.6%）や第一三共（25%以上
と推計）は、武田薬品よりも高い比率を示しています。これは、両社がより絞り込まれた領域（アステ

ラスのFocus Area、第一三共のADC）に研究開発資源を集中投下し、高いリスクを取ってでも画期
的な新薬創出を目指す、より特化型のR&D戦略を採用していることを示唆しています。特に第一三
共のADC（抗体薬物複合体）技術への集中投資は、その成功が企業全体の成長を牽引する構造と
なっており、知財戦略もこのコア技術の保護とライセンスアウトに極度に集中していると推察されま

す。 
これに対し、武田薬品のR&D戦略は、5つの重点領域にわたる比較的広範なポートフォリオを維持し
つつ、オープンイノベーションを通じて外部の多様な技術を取り込むことで、リスクを分散させながら

イノベーションの機会を最大化する、バランス型の戦略と位置づけることができます。 

3. イノベーションモデルの多様性 
「イノベーション・知財戦略」の項目は、各社の思想の違いを最も明確に表しています。 
●​ 武田薬品は、湘南iParkを核とする「エコシステム構築型」です。自らがプラットフォーマーとな

り、外部のイノベーションを誘引・育成し、その中から有望なものを選択的に取り込むモデルで

す。知財部門は、このエコシステムを円滑に機能させるためのルールメーカーであり、交渉役で

もあります。 
●​ 第一三共は、ADCという自社のコア技術を深化・展開させる「技術プラットフォーム型」です。知

財戦略の最優先事項は、この基盤技術の独占性を維持し、他社との提携においてはその価値

を最大化するライセンス戦略となります。 
●​ アステラス製薬は、「Focus Areaアプローチ」という、バイオロジーとモダリティ/テクノロジーの組

み合わせで創薬を行う科学主導型のアプローチを掲げています⁷。 
●​ ファイザーは、近年のSeagen買収に見られるように、有望な技術や製品を持つバイオテック企

業を大型M&Aによって獲得し、自社の開発・販売力と統合する「M&A主導型」の側面が強いと
言えます。知財デューデリジェンスがM&Aの成否を分ける重要な要素となります。 

●​ ロシュは、伝統的に卓越した自社の基礎研究能力を強みとする「内製R&D主導型」であり、さら
に診断薬事業とのシナジーを活かして個別化医療を推進する独自のポジションを築いていま

す。 

この比較から、武田薬品のオープンイノベーション戦略は、他社とは一線を画す独自性の高いモデ

ルであることがわかります。自社のR&D能力を維持しつつも、その枠を越えて外部の活力を取り込
むハイブリッドなアプローチは、R&Dの生産性低下という業界共通の課題に対する一つの洗練され
た回答と言えるでしょう。この戦略を成功させるためには、多様なパートナーとの複雑な権利関係を

調整し、管理する高度な知財実務能力が不可欠であり、これが武田薬品の知財部門のコアコンピタ

ンスの一つとなっていると結論づけられます。 
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リスク・課題 
 

武田薬品が展開する高度で多角的な知的財産戦略は、多くの競争優位性を生み出す一方で、その

複雑性とダイナミックな事業環境に起因する様々なリスクと課題を内包しています。これらのリスクを

時間軸に沿って短期・中期・長期に分類し、それぞれを分析することで、同社の知財戦略が直面する

挑戦の全体像を明らかにします。 

 

短期的リスク（1～3年） 
 

1. 主力製品の特許満了とバイオシミラーの脅威 
製薬企業にとって最も直接的かつ重大なリスクは、主力製品の特許期間満了に伴う収益の減少で

す。武田薬品も例外ではなく、複数の主力製品が今後数年以内に主要市場での特許満了を迎える

可能性があります。同社の有価証券報告書には、主要製品群（希少血液疾患領域、遺伝性血管性

浮腫領域など）ごとに、日米欧における特許満了日が具体的に記載されており²、経営陣がこのリス
クを強く認識していることがうかがえます。 
例えば、血友病A治療薬「ADYNOVATE/ADYNOVI」の米国特許は2026年2月に満了予定とされてい
ます²。前述の「パテント・フォートレス」戦略によって後続の特許が製品を保護しているとしても、中核
となる特許の満了は、バイオシミラーメーカーによる特許挑戦訴訟（パテント・チャレンジ）を引き起こ

す契機となり得ます。訴訟の結果次第では、想定よりも早期に競合品が市場に参入し、当該製品の

売上が急激に減少する可能性があります。このリスクを管理するためには、強固な特許ポートフォリ

オの維持管理と、訴訟に備えた法務体制の強化が継続的に求められます。 

2. 継続的な特許訴訟 
製薬業界は本質的に訴訟リスクの高い産業です。武田薬品がグローバルに事業を展開し、多数の

製品を市場に供給している以上、他社からの特許侵害訴訟や、自社特許の有効性を争う訴訟に巻

き込まれるリスクは常に存在します。ファイザー社のForm 10-K（年次報告書）においても、競合他社
による特許への挑戦や、自社製品が第三者の特許を侵害しているとの主張は、事業における恒常
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的なリスクとして認識されています¹⁵。訴訟は、多額の費用と経営資源を消耗させるだけでなく、敗訴
した場合には損害賠償金の支払いや製品販売の差し止めといった深刻な結果を招く可能性があり

ます。特に、技術が複雑に絡み合う生物学的製剤や新しい創薬モダリティの分野では、権利範囲の

解釈を巡る紛争が起こりやすいと考えられます。 
 

中期的リスク（3～7年） 
 

1. オープンイノベーション・エコシステムの管理複雑性 
武田薬品の強みであるオープンイノベーション戦略は、同時に中長期的なリスクの源泉ともなり得ま

す。湘南iParkには60以上のパートナー企業・団体が集積しており³、それぞれが独自の知財を持ち、
多様な共同研究や提携が進行しています。この複雑なネットワークを管理することは、極めて高度な

オペレーション能力を要求します。 
従来の自社完結型のR&Dモデルでは、知的財産はすべて自社に帰属し、管理は比較的容易でし
た。しかし、エコシステムモデルでは、共同研究から生まれた発明の権利帰属、ライセンス契約にお

けるロイヤリティの分配、パートナー間で共有される秘密情報の管理など、潜在的なコンフリクトの火

種が数多く存在します。例えば、あるスタートアップが開発した技術について、武田薬品との共同研

究で得られた成果と、その企業が独自に進めた研究の成果との境界が曖昧であった場合、将来的

に深刻なIP紛争に発展する可能性があります。 

このようなリスクを管理するためには、パートナーシップを締結する初期段階で、知的財産権の取り

扱いに関する明確かつ公正なルールを定めた契約を締結することが不可欠です。しかし、パート

ナーの数が増え、関係性が多層化するにつれて、その管理コストと複雑性は指数関数的に増大する

可能性があります。エコシステムの拡大と、その管理能力とのバランスをいかに取るかが、中期的な

課題となります。 

2. M&Aによる組織・ポートフォリオ統合の継続的課題 
シャイアー社の買収は完了しましたが、二つの巨大な組織の文化、プロセス、そして知的財産ポート

フォリオを完全に統合し、シナジーを最大化するプロセスは、数年単位の時間を要する中期的な課

題です。旧シャイアー社と旧武田薬品がそれぞれ保有していた特許の管理システムや評価基準、出

願戦略などを完全に調和させ、グローバルに最適化された単一の知財管理体制を構築・維持し続け

ることは、継続的な努力を必要とします。統合プロセスにおける非効率性やコミュニケーションの齟

齬が、重要な特許の権利化の遅延や、権利維持の判断ミスに繋がるリスクも内包しています。 
 

長期的リスク（7年以上） 
 

1. 世界的な知的財産保護の弱体化リスク 
長期的な視点で見ると、世界的な政治・経済情勢の変化が知的財産保護の枠組み自体を揺るがす

可能性があります。特に、パンデミックやその他の世界的な公衆衛生上の危機に際して、医薬品へ

のアクセスを優先するために特許権などの知的財産権を一時的に停止または制限すべきだという議



論が、世界貿易機関（WTO）などでなされています¹⁵。 
現在はCOVID-19関連のワクチンや治療薬が議論の中心ですが、この動きが前例となり、将来的に
は他の疾患領域の医薬品にも拡大適用される可能性は否定できません。もし、各国政府が強制実

施権（コンパルソリー・ライセンス）を容易に発動できるような法改正を進めたり、国際的な枠組みが

変更されたりすれば、製薬企業が莫大な投資を行って開発した新薬から、十分なリターンを得ること

が困難になる可能性があります。これは、研究開発へのインセンティブを著しく損ない、製薬業界全

体のビジネスモデルを根底から覆しかねない、深刻な長期的リスクです。武田薬品のAtM戦略は、こ
うした政治的圧力を緩和する一助となる可能性がありますが、マクロな制度変更のリスクを完全に排

除することはできません。 

2. 新規モダリティに対応する法制度の不確実性 
医薬品開発の世界では、細胞治療、遺伝子治療、核酸医薬、さらにはAI創薬といった新しい技術（モ
ダリティ）が次々と登場しています。これらの革新的な技術は、従来の低分子化合物や抗体医薬とは

根本的に異なる性質を持っており、現行の特許法制度が十分に追いついていない側面があります。 
例えば、患者自身の細胞を遺伝子改変して製造するCAR-T細胞療法のような個別化医療におい
て、「発明」とは何を指すのか、どこまでが特許保護の対象となるのか、といった点については、まだ

法的なコンセンサスが確立されていない部分が多く、各国の裁判所の判断も分かれています。この

ような法的な不確実性は、これらの新規モダリティに多額の投資を行う企業にとって、大きな事業リ

スクとなります。武田薬品が将来の成長ドライバーとしてこれらの新技術領域に注力していく上で、

進化する法制度や判例の動向を的確に予測し、それに適応した新たな知財戦略を構築し続けること

が、長期的な課題となるでしょう。 
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今後の展望 
 

武田薬品の知的財産戦略は、これまで見てきたように、過去の成功と将来の課題認識の上に築か

れた、動的で進化し続けるシステムです。今後、同社がさらなる成長を遂げるためには、その知財戦

略を、医薬品業界を取り巻く技術的、市場的、そして政策的なメガトレンドと同期させ、より一層洗練

させていく必要があります。本章では、特に「デジタルトランスフォーメーション」「個別化医療の進展」

「パートナーシップモデルの進化」という三つの観点から、武田薬品の知財戦略の今後の展望を考察
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します。 

 

AI・デジタル技術の活用による知財戦略の高度化 
 

デジタルトランスフォーメーションの波は、製薬業界のあらゆる側面に影響を及ぼしており、知的財産

戦略もその例外ではありません。武田薬品は、将来的にAIやビッグデータといったデジタル技術を知
財戦略に活用し、その高度化を図ることを展望しているとされています⁸。この方向性は、知財活動の
効率性と戦略性を飛躍的に向上させる可能性を秘めています。 

具体的には、以下のような応用が考えられます。 

●​ 高度なIPランドスケープ分析: AIを活用することで、世界中の膨大な特許文献や科学論文、臨
床試験情報などを瞬時に解析し、これまで人手では見抜けなかった技術の関連性やトレンド、

競合の微細な動きを可視化することが可能になります。これにより、R&Dの投資判断やM&Aの
ターゲット選定の精度が格段に向上すると期待されます。 

●​ 特許価値の予測評価: 機械学習モデルを用いて、特許の引用情報、クレームの広さ、技術分野
の成長性といった多様なパラメータから、個々の特許の経済的価値や訴訟における有効性の

確率を予測する試みが進む可能性があります。これにより、限られた予算の中で、どの特許を

維持し、どの特許を放棄するかといったポートフォリオ管理の意思決定を、よりデータドリブンに

行えるようになります。 
●​ 模倣品・侵害品の早期発見: オンライン市場や税関データをAIで監視し、自社の特許や商標を

侵害する可能性のある製品を自動的に検知・報告するシステムの構築も考えられます。これに

より、ブランド価値の毀損や収益機会の損失を最小限に抑えることができます。 

これらのデジタル技術を効果的に導入・活用できるかどうかが、今後の知財部門の競争力を大きく

左右すると考えられます。 

 

個別化医療の進展と新たな知財保護対象 
 

武田薬品が重点領域とするオンコロジーや希少疾患は、個別化医療（Personalized Medicine）が最
も進展している分野です。特定の遺伝子変異を持つ患者にのみ効果を示す薬剤や、患者ごとに製

造される細胞治療など、治療法がますます個別化・細分化していく中で、知的財産の保護対象も変

化・拡大していく必要があります。 

将来的には、医薬品そのもの（物質）を保護するだけでなく、以下のような周辺技術の知財保護が極

めて重要になります。 

●​ バイオマーカーと診断薬の特許: 特定の薬剤が有効な患者集団を選別するためのバイオマー



カーや、それを検出するための診断方法・キット（コンパニオン診断薬）に関する特許は、医薬

品本体の価値と不可分一体のものです。これらの知財を確保することで、薬剤の適正使用を促

し、臨床的価値を最大化すると同時に、競合他社が類似の治療アプローチを取ることを防ぐこと

ができます。 
●​ 治療アルゴリズムとデータプラットフォーム: 患者のゲノム情報や臨床データを解析し、最適な

治療法や投与量を推奨するソフトウェアやアルゴリズムも、重要な知的財産となり得ます。ま

た、これらのデータを収集・管理・解析するプラットフォーム自体も、営業秘密や著作権、場合に

よっては特許によって保護される対象となります。 
●​ 細胞製造プロセスに関するノウハウ: CAR-T細胞療法のような再生医療・細胞治療において

は、安定した品質の製品を効率的に製造するプロセス自体が競争力の源泉です。特許として公

開する技術と、営業秘密（ノウハウ）として秘匿化する技術を戦略的に使い分ける「ハイブリッド

保護」が、これまで以上に重要になると推察されます。 

武田薬品の知財部門は、こうした新たな保護対象に対応するため、従来の薬学や化学の知識に加

え、バイオインフォマティクス、データサイエンス、ソフトウェア工学といった分野の専門知識を強化し

ていく必要があるでしょう。 

 

パートナーシップモデルの進化とIPマネジメント 
 

オープンイノベーションを中核戦略とする武田薬品にとって、外部パートナーとの連携は今後ますま

す深化・多様化していくと考えられます。従来の「ライセンサーとライセンシー」といった二者間の関係

だけでなく、複数の企業や大学、研究機関が参加するコンソーシアム型の共同研究や、異業種（例：

IT企業、医療機器メーカー）との協業が一般化していくでしょう。 

このような多対多の複雑なパートナーシップにおいては、知的財産の取り扱いもより柔軟かつ創造

的なアプローチが求められます。 

●​ IPプールの形成: 特定の技術分野（例：特定の創薬プラットフォーム技術）に関して、複数の企
業が保有する特許を一つのプールに集約し、参加メンバーが相互に利用できるようにするモデ

ルが考えられます。これにより、特許紛争のリスクを低減し、技術の普及とイノベーションを加速

させることができます。 
●​ 段階的な権利移転モデル: 共同研究の進捗に応じて、知的財産権の持ち分や実施権の範囲が

変化するような、動的な契約モデルの導入が進む可能性があります。これにより、各パートナー

の貢献度に応じて、公正なリターンが分配される仕組みを構築できます。 
●​ データ共有基盤の構築: 創薬研究において、臨床データやリアルワールドデータの価値はます

ます高まっています。プライバシーを保護しつつ、複数の組織がデータを安全に共有し、共同で

解析するためのプラットフォーム構築が進むと考えられます。その際のデータの所有権、アクセ

ス権、利用権といったルール作りにおいて、知財部門が中心的な役割を果たすことが期待され

ます。 

湘南iParkという先進的なエコシステムを運営してきた武田薬品の経験は、こうした未来のパートナー



シップモデルを主導し、その中での最適なIPマネジメントのあり方を設計していく上で、大きなアドバ
ンテージとなるでしょう。知財戦略は、もはや自社の権利を守るだけの盾ではなく、業界全体のイノ

ベーションをデザインするための羅針盤としての役割を担っていくと考えられます。 

 

当章の参考資料 

 

1.​ https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/0357e2ba1b51a065fbd6.pdf 

 

戦略的示唆 
 

本レポートで実施した多角的な分析を通じて、武田薬品の知的財産戦略が、単なる法務的機能に留

まらず、企業全体の価値創造を駆動する戦略的なエンジンとして機能していることが明らかになりま

した。この分析結果を踏まえ、本章では、同社の持続的な成長をさらに確固たるものにするため、経

営、研究開発、そして事業化（ビジネスディベロップメント）という三つの異なる階層の意思決定者に

対し、具体的な戦略的示唆とアクションの候補を提示します。 

 

経営（Corporate Management）への示唆 
 

1. IPランドスケープをM&Aおよび事業ポートフォリオ戦略の中核に据える 
武田薬品の知財部門は、IPランドスケープ分析を通じて、技術の将来性や競合環境をマクロな視点
で洞察する高度な能力を有していると推察されます¹。経営層は、この能力を単なるR&D支援ツール
としてではなく、全社的なM&A戦略や事業ポートフォリオの最適化における中核的な意思決定基盤
として最大限に活用すべきです。具体的には、買収候補先の選定プロセスにおいて、財務的評価や

パイプライン評価と並行し、知財部門による「IPシナジー評価」および「IPリスク評価」を必須項目とす
ることが考えられます。これにより、「技術的に有望だが、知財的に脆弱な」ターゲットを回避し、自社

の既存特許網と組み合わせることで強固なパテント・フォートレスを構築できるような、戦略的価値の

高い買収を実現できる可能性が高まります。 
2. 「医薬品アクセス（AtM）」戦略をESG経営の柱として積極的に発信する 
同社が推進するAtM戦略、すなわち開発途上国における特許権の戦略的不行使は¹⁰、企業の社会
的責任を果たすだけでなく、長期的なブランド価値と政府・国際機関との信頼関係を構築する強力な

無形資産です。経営層は、この取り組みを単なるCSR活動報告に留めず、ESG（環境・社会・ガバナ
ンス）経営の具体的な実践例として、投資家や社会に対してより積極的に、かつ戦略的に発信してい

くべきです。例えば、統合報告書やサステナビリティレポートにおいて、AtM活動がSDGs（持続可能
な開発目標）のどの目標に、どのように貢献しているかを定量的に示し、その活動がもたらす長期的

https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/0357e2ba1b51a065fbd6.pdf


な企業価値（例：新興市場での事業基盤構築、規制当局との良好な関係）を明確に説明することが

有効です。これにより、ESG投資を重視する機関投資家からの評価を高め、企業価値全体の向上に
繋げることが期待できます。 
 

研究開発（R&D）への示唆 
 

1. 「Design for Patentability（特許化を前提とした研究設計）」の全社的徹底 
研究開発の生産性を最大化するためには、知財部門との連携を、発明が生まれた後ではなく、研究

プロジェクトの構想段階から開始することが不可欠です。R&Dリーダーは、研究者に対し「特許化を
前提とした研究設計（Design for Patentability）」の考え方を徹底させるべきです。これは、プロジェ
クト開始時に知財部門と共同でIPランドスケープ分析を行い、競合が少なく、かつ強力な特許を取得
できる可能性が高い「ホワイトスペース」を特定し、その領域をターゲットとした研究計画を立案する

アプローチです。さらに、研究の過程で得られた実験データが、将来の特許出願において進歩性や

実施可能性を立証する上で十分なものとなるよう、実験ノートの記録方法やデータ取得の基準につ

いても、知財部門のアドバイスを初期段階から仰ぐ体制を構築することが望まれます。これにより、

R&D投資の「知財的リターン」を最大化し、最終的に強固なパテント・フォートレスの構築へと繋げる
ことができます。 
2. 新規モダリティ専門の知財リエゾンを設置する 
細胞治療や遺伝子治療、AI創薬といった新規モダリティ領域は、知財上の課題が複雑かつ流動的で
す。これらの領域における研究開発チームには、専任の「知財リエゾン」を配置することが有効と考

えられます。このリエゾンは、当該技術分野の科学的知見と、最新の特許法・判例動向の両方に精

通した専門家であり、研究チームと日常的にコミュニケーションを取りながら、リアルタイムで知財戦

略上のアドバイスを提供します。彼らの役割は、研究の方向性を微調整し、将来の知財紛争リスクを

未然に防ぎ、そして最も価値のある発明を最適な形で権利化へと導くことです。これにより、最先端

領域におけるイノベーションの迅速な事業価値化を加速させることができます。 
 

事業化（Business Development）への示唆 
 

1. パートナーシップ契約のモジュール化と戦略的柔軟性の確保 
オープンイノベーション戦略の要である事業開発部門は、多様化するパートナー（大学、スタートアッ

プ、大手IT企業など）の特性に応じた、柔軟な提携契約モデルを構築すべきです。具体的には、知的
財産権の取り扱いに関する条項を「モジュール化」し、パートナーの規模、技術の成熟度、提携の戦

略的重要性などに応じて、最適な組み合わせを選択できるような契約テンプレート群を整備すること

が考えられます。例えば、初期段階のアカデミアとの共同研究では、将来の事業化成功時にレベ

ニューシェアを行うオプションを付与する代わりに、武田薬品が独占的実施権を確保するモデルを、

一方で、既に確立された技術を持つ企業との提携では、クロスライセンスを主体とした対等なパート

ナーシップモデルを適用するなど、状況に応じた最適な契約形態を迅速に提案できる体制が競争優

位に繋がります。 



2. 湘南iParkの成功モデルを体系化し、グローバル展開のプレイブックを作成する 
湘南iParkの運営で得られた知見は、武田薬品にとって他に類を見ない貴重な資産です。事業開発
部門は、iParkにおけるパートナーの発掘・評価プロセス、知財支援を含むインキュベーション機能、
そして成功した提携案件の事例などを体系的に分析・整理し、「エコシステム構築・運営のプレイブッ

ク」として文書化すべきです。このプレイブックは、社内のナレッジマネジメントに貢献するだけでなく、

将来、海外の主要なバイオクラスター（例：ボストン、サンフランシスコ、ケンブリッジ（英））において、

第二、第三のiParkのようなオープンイノベーション拠点を展開する際の行動指針となり得ます。これ
により、武田薬品のオープンイノベーション戦略を、より体系的かつグローバルにスケールアップさせ

ることが可能になるでしょう。 
 

当章の参考資料 
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総括 
 

本レポートは、武田薬品工業の知的財産戦略が、単なる権利保護の枠を超え、企業の成長とイノ

ベーションを牽引する多面的な戦略資産として機能していることを明らかにした。その核心は、シャイ

アー社買収を契機として確立された、グローバルな視点とオープンイノベーションの思想に根差し

た、動的かつ統合的なアプローチにある。 

分析の結果、同社の知財戦略は、経営層の意思決定に深く関与する「戦略パートナー」としての役

割を担い、IPランドスケープを駆使してR&Dの方向性を定め、事業機会を創出していることが示され
た。主力製品に対しては、製法や用途を含む多層的な特許網を構築する「パテント・フォートレス」戦

略で製品価値の最大化を図る一方、湘南iParkを核とするエコシステムでは、知財支援を「触媒」とし
て外部の革新的な技術を惹きつけ、育むという先進的なモデルを確立している。さらに、主要市場で

の厳格な権利行使と、開発途上国での「医薬品アクセス」を両立させる二元的なグローバル戦略は、

短期的な収益確保と長期的な企業価値・ブランド構築を同時に追求する、極めて高度な経営判断の

表れである。 

今後の意思決定への含意として、経営層は知財部門が持つ情報分析能力をM&Aやポートフォリオ
管理といった全社戦略にさらに活用し、R&D部門は研究の初期段階から知財を組み込むことで、投
資対効果を最大化することが求められる。事業開発部門は、多様化するパートナーシップに対応可

能な、より柔軟な知財契約モデルを構築する必要があるだろう。 

結論として、武田薬品の知財戦略は、その独自性と先進性において、製薬業界における一つのベン

チマークとなり得る洗練されたものである。今後の挑戦は、この優れた戦略をいかにして維持・進化

https://www.jpo.go.jp/news/ugoki/202306/2023060801.html
https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/0357e2ba1b51a065fbd6.pdf


させ、オープンイノベーションモデルがもたらす本質的な「管理の複雑性」という課題を乗り越えていく

かという、実行の卓越性にかかっている。この戦略を着実に遂行し続けることができれば、同社は今

後も世界のヘルスケア分野において、持続的な価値を創造し続けることができると推察される。 
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